
北海道告示第11624号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和７年11月５日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その28）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 未来の医療人材育成事 小中高生に対す 医療体験事業の実施に要する経費 定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

業 る医療体験事業を 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

生産年齢人口が減少し 実施する市町村又 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

ていく中、今後の地域医 は市町村の長の要 保福第１の20号様式 保福第496号様式 提 出 先 保健福祉部

療に貢献する人材を確保 請を受けた小中高 保福第１の32号様式 別に指示する様式 地域医療推

していくため、未来を担 生に対する医療体 （補助事業者が市町 進局地域医

う地域の子どもたちに医 験事業を実施する 村の場合を除く） 療課

療体験の場を提供する団 団体（ただし、令 保福第496号様式

体を支援し、医療人材を 和６年度に同事業 別に指示する様式

目指すための意識醸成を を実施した市町村

図り、将来における医療 及び市町村の長か

提供体制を確保する。 らの要請により実

施した団体を除

く。）とし、補助

事業者は、各市町

村毎に１事業者

（市町村を含む）

を上限とする。

２ 妊産婦安心出産支援事 市町村 左記の自治体が助成する次の経費 ２分の１以内 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出部数 １部 総合振興局長

業 １ 交通費 又は 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

分娩可能な医療機関か (1) 妊産婦が、医療機関において ４分の３以内 保福第1の20号様式 保福第259号様式 る日

ら離れた地域に在住する 健康診査を受けた時に要した交 （寄附金その他 保福第259号様式 別途指示する様式 提 出 先 総合振興局

妊産婦が、健康診査や出 通費。 の収入金がある 別途指示する様式 又は振興局



産をする際の負担を軽減 (2) 妊婦が、分娩可能な医療機関 ときは、補助金

し、安心して出産できる において出産した時に要した交 の額の算定に当

環境づくりを推進するた 通費。 たり、当該寄附

め、予算の範囲内で補助 ２ 宿泊費 金その他の収入

する。 (1) 離島に在住する妊産婦が、島 金の控除等を行

外の医療機関において健康診査 う。）

を受けた時に要した宿泊費。

(2) 離島又は最寄りの分娩可能な

医療機関までの距離が50㎞を超

える自宅等に在住する妊婦が、

分娩可能な医療機関において出

産するために、直前の準備に要

した宿泊費。


